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令和３年経済センサス‐活動調査の概要 

 

１ 調査の目的 

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我

が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業

所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得ることを目的としています。 

 

２ 沿革 

  経済センサスは、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス‐基礎調査」

と事業所・企業の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス‐活動調査」の二つから

成り立っています。経済センサス‐基礎調査は平成 21年に第１回調査が実施され、令和

元年に第３回調査が実施されました。経済センサス‐活動調査は平成 24年に第１回調査

が実施され、令和３年調査は３回目の実施となります。 

 

３ 調査日 

令和３年６月１日 

 

４ 調査対象 

 全国全ての事業所・企業（個人経営の農林漁業、家事サービス業及び外国公務の事業所

を除く。） 

 

５ 調査の方法 

  事業所及び企業の規模に応じて、調査員による調査と総務省、経済産業省、都道府県及

び市による調査に分けて行われました。 

 

               利用上の注意                                 

 

１ 令和３年経済センサス‐活動調査は、平成 28年調査では活用されていなかった「国税

庁法人番号公表サイト」情報から、過去の調査では捉えていない外観からの確認では把握

が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行っています。 
 このため、従来の活動調査よりも幅広に事業所を捉えており、単純に比較ができないこ 
とから、平成 28 年経済センサス‐活動調査結果については「参考」と表章しています。 
集計結果の時系列比較を行う際は、十分に留意が必要です。 

 
２ 売上（収入）金額等の経理事項は令和２年１年間の数値であり、事業所数、従業者数等

の経理事項以外の事項は令和３年６月１日現在の数値です。 
 

３ 該当数字がないもの及び分母が 0のため計算できないものは「－」で表しました。 
割合は、小数点以下第２位で四捨五入していますので、各図表の合計が 100%にならな 

い場合があります。 

 
４ その他、注意事項、用語の解説等については、総務省統計局のホームページでご確認 
 ください（https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/index.html）。
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令和３年経済センサス-活動調査結果確報（和歌山県分）の概要 

Ⅰ 概況（民営事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年６月１日現在の和歌山県の民営事業所数（事業内容等不詳を含む。）は、 

4 万 8491 事業所で、このうち事業内容等不詳の事業者を除く事業所数は 4 万 5309 事

業所、従業者数は 37 万 8695 人となっており、１事業所当たりの従業者数は 8.4 人で

した。また、令和２年の和歌山県の主な産業別の売上（収入）金額（以下「売上高」

という。）は、「製造業」が 2 兆 5017 億 77 百万円、「卸売業,小売業」が 2 兆 3304 億

42 百万円、「医療，福祉」が 1兆 160 億 56 百万円となっています。 

 

表１ 事業所数、従業者数及び１事業所当たり従業者数（民営事業所） 

 
注１：「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事

業所」を対象とした集計値 

注２：時系列比較を行う際には留意が必要（P1「利用上の注意」1参照） 

事業所数
（事業内容等

不詳を含む）

事業所数
（事業内容等

不詳を除く）

従業者数
（人）

１事業所

当たり

従業者数

（人）

事業所数
（事業内容等

不詳を含む）

事業所数
（事業内容等

不詳を除く）

従業者数
（人）

１事業所

当たり

従業者数

（人）

和歌山県 48,491 45,309 378,695 8.4 48,218 47,247 377,605 8.0

全　　　国 5,844,088 5,156,063 57,949,915 11.2 5,578,975 5,340,783 56,872,826 10.6

2021年（令和3年） 【参考】2016年（平成28年）

・事業所数（事業内容等不詳を含む。）    4 万 8491 事業所（全国 38 位） 

・事業所数（事業内容等不詳を除く。）    4 万 5309 事業所（全国 38 位） 

・従業者数               37 万 8695 人（全国 40 位） 

・１事業所当たりの従業者数             8.4 人（全国 46 位） 

・主な産業別の売上高  

・製造業        2 兆 5017 億 77 百万円（全国 34 位） 

・卸売業,小売業     2 兆 3304 億 42 百万円（全国 39 位） 

・医療，福祉       1 兆 160 億 56 百万円（全国 39 位） 
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Ⅱ 事業所数及び従業者数（民営事業所） 

１ 産業別事業所数及び従業者数 

 

（１）産業大分類別事業所数（図１、表２） 

事業所数を産業大分類別に見ると、「卸売業，小売業」が 1万 1385 事業所 

（全産業の 25.1％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 5221 

事業所（同 11.5％）、「医療，福祉」が 4361 事業所（同 9.6％）となってお 

り、上位３産業で全産業の 46.3％を占めています。また、第三次産業（第一 

次産業（「農林漁業（個人経営を除く。）」）、第二次産業（「鉱業，採石業，砂 

利採取業」、「建設業」、「製造業」）以外の産業。以下同じ。）で、全産業の 

82.2％を占めています。 

全国では、「卸売業，小売業」が 122 万 8920 事業所（同 23.8％）と最も多 

く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 59 万 9058 事業所（同 11.6％）、 

「建設業」が 48 万 5135 事業所（同 9.4％）となっており、上位３産業で全 

産業の 44.9％を占めています。また、第三次産業で全産業の 81.7％を占め 

ています。 

      

 

 

図１ 産業大分類別事業所数の構成比（民営事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「事業所数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を対象と
した集計値 
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（２）産業大分類別従業者数（図２、表２） 

従業者数を産業大分類別に見ると、「卸売業，小売業」が 7万 7638 人（全 

産業の 20.5％）と最も多く、次いで「医療，福祉」が 6万 7999 人（同 18.0 

％）、「製造業」が 6 万 800 人（同 16.1％）と続き、上位３産業で全産業の 

54.5％を占めています。また、第三次産業で全産業の 76.3％を占めていま 

す。 

 全国では、「卸売業，小売業」が 1161 万 1924 人（同 20.0％）と最も多く 

次いで「製造業」が 880 万 3643 人（同 15.2％）、「医療，福祉」が 816 万 

2398 人（同 14.1％）となっており、上位３産業で全産業の 49.3％を占めて 

います。また、第三次産業で全産業の 77.5％を占めています。 

 

 

 

図２ 産業大分類別従業者数の構成比（民営事業所） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を対象と
した集計値 
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合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

全 産 業
（公務を除く、事業内容等
不 詳 を 含 む ）

48,491 - - - 5,844,088 - - - 48,218 -

全 産 業
（ 公 務 を 除 く ）

45,309 100.0 378,695 100.0 5,156,063 100.0 57,949,915 100.0 47,247 377,605

農 林 漁 業
（ 個 人 経 営 を 除 く ）

308 0.7 3,730 1.0 42,458 0.8 453,703 0.8 255 3,487

鉱 業 ， 採 石 業 ，
砂 利 採 取 業

7 0.0 103 0.0 1,865 0.0 19,697 0.0 8 128

建 設 業 4,235 9.3 24,952 6.6 485,135 9.4 3,737,415 6.4 4,312 25,860

製 造 業 3,526 7.8 60,800 16.1 412,617 8.0 8,803,643 15.2 3,947 60,026

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

68 0.2 1,308 0.3 9,139 0.2 202,149 0.3 41 1,191

情 報 通 信 業 268 0.6 2,870 0.8 76,559 1.5 1,986,839 3.4 234 2,890

運 輸 業 ，
郵 便 業

922 2.0 20,916 5.5 128,224 2.5 3,264,734 5.6 935 20,674

卸 売 業 ，
小 売 業

11,385 25.1 77,638 20.5 1,228,920 23.8 11,611,924 20.0 12,878 80,632

金 融 業 ，
保 険 業

723 1.6 9,579 2.5 83,852 1.6 1,494,436 2.6 726 10,015

不 動 産 業 ，
物 品 賃 貸 業

2,787 6.2 9,502 2.5 374,456 7.3 1,618,138 2.8 2,823 8,586

学 術 研 究 ，
専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

1,634 3.6 8,472 2.2 252,340 4.9 2,118,920 3.7 1,480 7,391

宿 泊 業 ，
飲 食 サ ー ビ ス 業

5,221 11.5 33,631 8.9 599,058 11.6 4,678,739 8.1 5,688 36,832

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，
娯 楽 業

3,959 8.7 14,645 3.9 434,209 8.4 2,176,139 3.8 4,258 16,296

教 育 ，
学 習 支 援 業

1,362 3.0 10,513 2.8 163,357 3.2 1,950,734 3.4 1,465 10,314

医 療 ， 福 祉 4,361 9.6 67,999 18.0 462,531 9.0 8,162,398 14.1 4,084 63,285

複 合 サ ー ビ ス 事 業 436 1.0 5,166 1.4 32,131 0.6 435,970 0.8 445 5,461

サ ー ビ ス 業
（他に分類されな いもの）

4,107 9.1 26,871 7.1 369,212 7.2 5,234,337 9.0 3,668 24,537

事業所数 事業所数産業大分類

和歌山県
従業者数

（人）
従業者数

（人）

全　国

【参考】
2016年（平成28年）

事業所数
従業者数

（人）

和歌山県

2021年（令和3年）

表２ 産業大分類別事業所数及び従業者数（民営事業所） 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1：「事業所数」、「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を

対象とした集計値 

注２：時系列比較を行う際には留意が必要（P1「利用上の注意」1 参照） 
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合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

総　　　　　　　数 45,309 100.0 378,695 100.0 5,156,063 100.0 57,949,915 100.0 47,247 377,605

１　～　　４人 28,449 62.8 57,458 15.2 2,898,710 56.2 6,079,607 10.5 30,177 62,243

５　～　　９人 8,037 17.7 52,705 13.9 999,954 19.4 6,588,311 11.4 8,459 55,286

１０　～　１９人 4,765 10.5 63,616 16.8 646,663 12.5 8,737,559 15.1 4,711 63,493

２０　～　２９人 1,574 3.5 37,480 9.9 237,174 4.6 5,642,341 9.7 1,581 37,694

３０　～　４９人 1,178 2.6 44,642 11.8 167,236 3.2 6,290,443 10.9 1,112 42,283

５０　～　９９人 686 1.5 46,803 12.4 105,274 2.0 7,204,120 12.4 678 46,232

１００　～１９９人 249 0.5 33,516 8.9 41,335 0.8 5,611,655 9.7 224 30,058

２００　～２９９人 54 0.1 12,893 3.4 11,206 0.2 2,711,584 4.7 48 11,386

３００人以上 45 0.1 29,582 7.8 13,199 0.3 9,084,295 15.7 46 28,930

出向・派遣従業者のみ 272 0.6 - - 35,312 0.7 - - 211 -

事業所数
従業者数

（人）

和歌山県

【参考】
2016年（平成28年）

和歌山県 全　国
従業者数

（人）
事業所数 従業者数

（人）

2021年（令和３年）

従業者規模 事業所数

２ 従業者規模別事業所数及び従業者数 

 

（１）従業者規模別事業所数（表３） 

事業所数を従業者規模別に見ると、「１～４人」が 2万 8449 事業所（事業 

所全体の 62.8％）で最も多く、次いで「５～９人」が 8037 事業所（同 17.7％）、 

「10～19 人」が 4765 事業所（同 10.5％）となっています。 

全国では、「１～４人」が 289 万 8710 人（同 56.2％）で最も多く、次いで 

「５～９人」が 99 万 9954 人（同 19.4％）、「10～19 人」が 64 万 6663 人（同 

12.5％）となっています。 

なお、和歌山県の「１～４人」の割合（62.8％）は、全国で最も高い数値 

となっています。 

 

（２）従業者規模別従業者数（表３） 

従業者数を従業者規模別に見ると、「10～19 人」の事業所に属する従業者 

数が 6万 3616 人(従業者全体の 16.8％）と最も多く、次いで「１～４人」 

で 5万 7458 人（同 15.2％）、「５～９人」で 5万 2705 人（同 13.9％）とな 

っています。 

全国では、「300 人以上」が 908 万 4295 人（同 15.7％）と最も多く、次い 

で「10～19 人」が 873 万 7559 人（同 15.1％）、「50～99 人」が 720 万 4120 

人（同 12.4％）となっています。 

  なお、和歌山県の「１～４人」の事業所に属する従業者の割合（15.2％） 

は、全国で最も高い数値となっています。 

 

表３ 従業者規模別事業所数及び従業者数（民営事業所） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注１：「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」
を対象とした集計値 

注２：時系列比較を行う際には留意が必要（P1「利用上の注意」1 参照）
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３ 経営組織別事業所数及び従業者数 

 

（１）経営組織別事業所数（図３、表４） 

事業所数を経営組織別に見ると、「個人経営」が 2万 1181 事業所（全事業 

所の 46.7％）、「法人」（会社以外の法人含む。以下同じ。）が 2万 3861 事業 

所（同 52.7％）となっています。 

全国では、「個人経営」が 164 万 810 事業所（同 31.8％）、「法人」が 348 

万 6590 事業所（同 67.6％）となっています。 

なお、和歌山県の「個人経営」が全事業所に占める割合（46.7％）は、全 

国で最も高い数値となっています。 

 

（２）経営組織別従業者数（図４、表４） 

従業者数を経営組織別に見ると、「個人経営」の事業所に属する従業者数 

が 5万 7922 人（従業者全体の 15.3％）、「法人」が 31 万 9771 人（同 84.4 

％）となっています。 

全国では、「個人経営」が 457 万 3854 人（同 7.9％）、「法人」が 5325 万 

8019 人（同 91.9％）となっています。 

なお、和歌山県の「個人経営」が従業者全体に占める割合（15.3％）は、 

全国で最も高い数値となっています。 

 

 

図３ 経営組織別事業所数の構成比（民営事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「事業所数の構成比」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を
対象とした集計値 

 

個人経営

46.7% 

法人でない団体

0.6% 

法人

52.7% 

会社

78.1%

会社以外の法人

21.9%

【和歌山県】                      【全  国】 

個人経営

31.8% 

法人でない団体

0.6% 

法人

67.6% 

会社

86.3%

会社以外の法人

13.7%
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個人経営

15.3% 

法人でない団体

0.3%

法人

84.4% 
会社

76.6%

会社以外の法人

23.4%

個人経営

7.9% 

法人でない団体

0.2%

法人

91.9% 

会社

82.9%

会社以外の法人

17.1%

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

合計に
占める
割合
（％）

45,309 100.0 378,695 100.0 5,156,063 100.0 57,949,915 100.0 47,247 377,605

21,181 46.7 57,922 15.3 1,640,810 31.8 4,573,854 7.9 24,875 71,024

23,861 52.7 319,771 84.4 3,486,590 67.6 53,258,019 91.9 22,170 305,662

会 社 18,644 41.1 244,959 64.7 3,010,602 58.4 44,144,737 76.2 17,620 236,251

会社以外の法人 5,217 11.5 74,812 19.8 475,988 9.2 9,113,282 15.7 4,550 69,411

267 0.6 1,002 0.3 28,663 0.6 118,042 0.2 202 919

個 人 経 営

法 人

法 人 で な い 団 体

和歌山県

経営組織

総　　　　　　　　　　　数

2021年（令和３年）
【参考】

2016年（平成28年）

事業所数 事業所数

事業所数

従業者数
（人）

従業者数
（人）

全　国 和歌山県

従業者数
（人）

 

図４ 経営組織別従業者数の構成比（民営事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「従業者数の構成比」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を
対象とした集計値 

 

 

 

表４ 経営組織別事業所数及び従業者数（民営事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：経営組織別の「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳
を除く事業所」を対象とした集計値 

注２：時系列比較を行う際には留意が必要（P1「利用上の注意」1 参照） 

【和歌山県】                         【全  国】 
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合計に

占める

割合

（％）

合計に

占める

割合

（％）

合計に

占める

割合

（％）

合計に

占める

割合

（％）

和 歌 山 県 計 48,491 100.0 378,695 100.0 48,218 100.0 377,605 100.0

和 歌 山 市 17,913 36.9 171,048 45.2 16,992 35.2 166,736 44.2

海 南 市 2,569 5.3 20,545 5.4 2,640 5.5 20,245 5.4

橋 本 市 2,477 5.1 18,748 5.0 2,562 5.3 18,614 4.9

有 田 市 1,529 3.2 10,123 2.7 1,650 3.4 10,427 2.8

御 坊 市 1,839 3.8 11,448 3.0 1,844 3.8 11,987 3.2

田 辺 市 4,730 9.8 29,913 7.9 5,071 10.5 31,892 8.4

新 宮 市 2,289 4.7 12,913 3.4 2,423 5.0 13,369 3.5

紀 の 川 市 2,346 4.8 20,052 5.3 2,279 4.7 18,891 5.0

岩 出 市 1,857 3.8 14,435 3.8 1,532 3.2 14,326 3.8

紀 美 野 町 469 1.0 2,473 0.7 524 1.1 2,844 0.8

か つ ら ぎ 町 784 1.6 6,162 1.6 813 1.7 6,239 1.7

九 度 山 町 167 0.3 971 0.3 183 0.4 1,077 0.3

高 野 町 352 0.7 2,081 0.5 360 0.7 2,247 0.6

湯 浅 町 745 1.5 4,239 1.1 803 1.7 4,533 1.2

広 川 町 298 0.6 1,737 0.5 311 0.6 1,820 0.5

有 田 川 町 1,426 2.9 9,347 2.5 1,411 2.9 9,475 2.5

美 浜 町 332 0.7 1,734 0.5 345 0.7 1,807 0.5

日 高 町 281 0.6 1,707 0.5 274 0.6 1,404 0.4

由 良 町 324 0.7 1,810 0.5 353 0.7 2,044 0.5

印 南 町 400 0.8 2,442 0.6 383 0.8 2,379 0.6

み な べ 町 653 1.3 4,438 1.2 681 1.4 4,809 1.3

日 高 川 町 456 0.9 2,858 0.8 435 0.9 2,907 0.8

白 浜 町 1,081 2.2 9,441 2.5 1,101 2.3 8,993 2.4

上 富 田 町 637 1.3 5,282 1.4 546 1.1 4,692 1.2

す さ み 町 250 0.5 1,195 0.3 285 0.6 1,349 0.4

那 智 勝 浦 町 1,001 2.1 5,354 1.4 1,042 2.2 5,945 1.6

太 地 町 157 0.3 587 0.2 161 0.3 698 0.2

古 座 川 町 152 0.3 714 0.2 151 0.3 709 0.2

北 山 村 38 0.1 193 0.1 32 0.1 156 0.0

串 本 町 939 1.9 4,705 1.2 1,031 2.1 4,991 1.3

市町村

2021年（令和３年） 【参考】2016年（平成28年）

事業所数 従業者数
（人）

事業所数 従業者数
（人）

４ 市町村別事業所数及び従業者数 

（１）市町村別事業所数（表５） 

事業所数を県内市町村別に見ると、和歌山市が 1万 7913 事業所（36.9％）で最も 

多く、次いで田辺市が 4730 事業所（9.8％）、海南市が 2569 事業所（5.3％）となっ 

ており、この３市で県全体の 52.0％を占めています。 

（２）市町村別従業者数（表５） 

従業者数を県内市町村別に見ると、和歌山市が 17 万 1048 人（45.2％）で最も多く、 

次いで田辺市が 2万 9913 人（7.9％）、海南市が 2万 545 人（5.4％）となっており、 

この３市で県全体の 58.5％を占めています。 

表５ 市町村別事業所数及び従業者数（民営事業所） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１：「事業所数」は、事業内容等不詳を含む事業所総数 
注２：「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた「事業内容等不詳を除く事業所」を対象とし 

た集計値 

  注３：時系列比較を行う際には留意が必要（P1「利用上の注意」1参照）
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Ⅲ 売上高（民営事業所）（表 6） 

和歌山県の主な産業の売上高を見ると、「製造業」が 2兆 5017 億 77 百万円（全

国 34 位）、「卸売業，小売業」が 2 兆 3304 億 42 百万円（同 39 位）、「医療，福

祉」が 1兆 160 億 56 百万円（同 39 位）となっています。 
 

表６ 産業大分類別事業所数、売上高及び１事業所当たり売上高（民営事業所）

 
注１：「売上高」は、令和２年１年間の数値 

注２：「事業所数」、「売上高」及び「１事業所当たり売上高」は、必要な事項の数値が得られた 

事業所を対象とした集計値 

 

※事業所単位で売上高の把握ができない産業（ネットワーク型産業）及びその上位分類の「売上

高」は、「…」で表章 

全国
順位

43,226 … … … 4,870,898 … …

295 34,535 42 12,934 40,210 5,689,319 15,022

7 2,566 43 36,662 1,782 653,008 41,540

4,066 … … … 462,158 … …

3,428 2,501,777 34 76,250 398,452 330,126,702 87,804

64 … … … 8,709 … …

248 … … … 69,855 … …

通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業
（※）

99 … … … 22,196 … …

情報サービス業，インターネット付随サービス業 149 20,505 46 15,077 47,659 41,551,826 95,039

880 … … … 121,768 … …

11,004 2,330,442 39 22,083 1,178,939 577,712,994 51,591

706 … … … 80,703 … …

2,660 126,175 38 4,864 354,598 55,707,533 16,204

1,567 106,816 37 7,296 236,429 47,335,247 21,222

4,866 124,811 40 2,727 552,052 19,037,867 3,750

3,788 142,678 44 3,909 410,335 29,827,279 7,664

1,273 … … … 152,257 … …

学校教育（※） 120 … … … 20,142 … …

その他の教育，学習支援業 1,153 23,459 30 2,186 132,115 3,577,058 2,956

4,155 1,016,056 39 25,587 436,926 174,800,349 42,149

433 … … … 31,927 … …

郵便局（※） 309 … … … 23,329 … …

協同組合 124 28,289 34 24,599 8,598 2,223,405 29,290

3,786 … … … 333,798 … …

政治・経済・文化団体，宗教（※） 2,040 … … … 131,830 … …

政治・経済・文化団体，宗教を除く 1,746 130,743 45 8,146 201,968 42,844,452 23,263

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業（※）

医療，福祉

複合サービス事業（※）

サービス業（他に分類されないもの）（※）

情報通信業（※）

運輸業，郵便業（※）

卸売業，小売業

金融業，保険業（※）

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

全産業（公務を除く）

農林漁業（個人経営を除く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業（※）

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業（※）

産業大分類

和歌山県 全　国

事業所数
売上高

（百万円）

１事業所当たり
売上高
（万円）

事業所数
売上高

（百万円）

１事業所当たり
売上高
（万円）
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Ⅳ 純付加価値額（民営事業所）（表 7） 

和歌山県の主な産業の純付加価値額を見ると、「製造業」が 3573 億 88 百万円

（全国 39 位）、「卸売業，小売業」が 2674 億 96 百万円（同 41 位）、「医療，福

祉」が 2563 億 36 百万円（同 39 位）となっています。 

 

表７ 産業大分類別事業所数、純付加価値額及び１事業所当たり純付加価値額（民営事業所）

 
注１：「純付加価値額」は、令和２年１年間の数値 

注２：「事業所数」、「純付加価値額」及び「１事業所当たり純付加価値額」は、必要な事項の数 

   値が得られた事業所を対象とした集計値 

注３：「郵便局」、「協同組合」については、他県に秘匿数値があるため順位付けを行っていない。 

※事業所単位の付加価値額は、企業単位で把握した付加価値額を事業従事者数により傘下事業所

にあん分することにより、全産業について集計 

全国
順位

42,814 1,502,463 43 3,509 4,813,852 336,259,518 6,985

288 9,385 42 3,259 40,294 1,190,189 2,954

7 639 44 9,122 1,756 329,165 18,745

4,099 137,227 41 3,348 462,663 23,576,836 5,096

3,394 357,388 39 10,530 392,793 55,128,019 14,035

65 27,784 39 42,745 8,736 3,849,527 44,065

248 15,258 46 6,152 70,152 20,125,383 28,688

通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業 94 5,322 47 5,662 22,027 6,756,253 30,673

情報サービス業，インターネット付随サービス業 154 9,936 45 6,452 48,125 13,369,129 27,780

893 77,252 38 8,651 121,404 12,860,297 10,593

10,794 267,496 41 2,478 1,158,797 54,340,918 4,689

705 77,471 37 10,989 80,483 18,170,705 22,577

2,647 33,571 38 1,268 353,349 12,049,766 3,410

1,564 41,975 42 2,684 237,211 22,322,110 9,410

4,804 43,727 41 910 540,126 6,668,695 1,235

3,730 29,614 42 794 403,068 5,084,015 1,261

1,256 31,700 43 2,524 148,427 7,057,317 4,755

学校教育 123 23,149 44 18,820 19,899 5,258,725 26,427

その他の教育，学習支援業 1,133 8,551 40 755 128,528 1,798,592 1,399

4,170 256,336 39 6,147 434,927 72,758,554 16,729

435 25,010 39 5,749 31,866 2,384,648 7,483

郵便局 311 14,566 4,684 23,296 1,464,169 6,285

協同組合 124 10,444 8,422 8,570 920,479 10,741

3,715 70,630 43 1,901 327,800 18,363,375 5,602

政治・経済・文化団体，宗教 1,963 9,590 32 489 127,163 1,441,920 1,134

政治・経済・文化団体，宗教を除く 1,752 61,040 44 3,484 200,637 16,921,455 8,434

産業大分類

和歌山県 全　国

事業所数
純付加価値額

（百万円）

１事業所当たり
純付加価値額

（万円）
事業所数

純付加価値額

（百万円）

１事業所当たり
純付加価値額

（万円）

全産業（公務を除く）

農林漁業（個人経営を除く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業


